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AIの発展により想定される経済や金融への影響 

 

公益財団法人  国際通貨研究所 

経済調査部 上席研究員 宮川真一 

 

自然言語（人間が日常的に使用する言語）により操作可能な生成 AI の登場により、

AI の活用はこれまでにない広がりをみせている。生産性向上を通じた所得・経済の押

し上げが期待される一方、AI が大量のデータを学習することによる、プライバシーや

知的財産権の侵害、生成した情報の適切性、所得格差拡大の可能性、環境への影響とい

った様々なリスクや課題も指摘されている。 

AI とは人間のような知能を必要とするタスクを実行するコンピュータシステムを指

す幅広い用語である。AI 発展の経緯を辿ると、1990 年代の機械学習1（ML）分野の進

歩が現在の生成 AI の礎を築いたと言われる。2000 年代のインターネットの発展やソー

シャルネットワーキングサービスの登場に続き、2010 年代には深層学習2（DL）の開発

と NVIDIA の GPU（Graphics Processing Unit）処理能力の向上が AI 飛躍の契機となっ

た。2020 年に入ると大規模言語モデル（LLM）の進歩もあり、自然言語を用いたプロン

プトによりテキスト、画像、音楽などを生成できる ChatGPT に代表される生成 AI が登

場した。 

こうした AI の急速な発展に対し、マクロ経済への影響、産業レベルで期待される効

果やリスク等について国際機関や民間調査機関等から様々な情報が公開されている。 

国際通貨基金（IMF）は、AI の採用が世界の中期的成長率を＋0.1%～＋0.8%高める可

能性を指摘（2024 年 4 月世界経済見通し）。また、世界の雇用の 40%が AI の高い影響

に晒されており、なかでも先進国ではその割合は 60%に達すると述べている3。先進国

は、新興国や低所得国に比してデジタルインフラ、人的資本、労働市場、規制や倫理と

いった AI を受け入れる体制整備が進んでいることもあり、相対的に AI の好影響を受

けやすい。また、これまで AI 活用の主な目的は人間が手作業で行っている業務の自動

化だったが、生成 AI の登場により、これまで自動化とは無縁と思われていた高スキル

 
1 機械学習とはデータからパターンを検出し、それを予測や意思決定に役立てるために設計された技術の

総称。 
2 深層学習とは大量のデータを使ってコンピュータが自動的に学習し、非構造化も含めたデータのパター

ンや特徴を見つけ出す技術。 
3 IMF, “ Artificial Intelligence and the Future of Work ”, 14 Jan 2024 
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の仕事を補強・代替する可能性があるとしている。 

AI の活用は生産性の向上により総供給を増加させ、企業の投資や家計所得の変化等

を通じて総需要にも好影響を与える一方で、AI の開発には巨額の設備投資が必要とさ

れることもあり、AI の活用が一部の企業に偏ることで、産業集中度が高まり、またその

活用の成否によって所得格差が拡大するといった影響も指摘されている（図表１）4。 

図表 1  AI の経済・社会への影響 

 

（出所）IMF より国際通貨研究所作成 

生成 AI の登場により産業レベル、事業レベルではどのような変化が期待されるのだ

ろうか。McKinsey & Company5によれば、生成 AI の自然言語生成能力は主に認知的作

業を行うために設計されているため、知識労働、特に専門的知識を活用した意思決定や

コラボレーションに関わる業務に大きな影響を与える可能性が高いとしている。特に影

響が大きいと予想される産業分野として、ハイテク分野、製薬・医療機器分野に加え、

銀行業界を挙げている。銀行業界における生成 AI の主な用途として、①従業員のパフ

ォーマンスを高めるバーチャルエキスパート6、②技術的な負担を軽減し、より迅速に

ソウトウェアを開発できるようコード生成を支援、③カスタマイズしたコンテンツを大

量に生成7、といった事例があるとしている。一方、活用の留意点として、厳格な規制へ

の対応、エンドユーザーに応じた活用、顧客の個人情報や社内情報の取扱い等を挙げて

いる。また、生成 AI に関するリスクとして、不完全な学習データにより生成内容に偏

 
4 IMF, “Macroeconomics of Artificial Intelligence”, Dec 2023 
5 McKinsey & Company, “The economic potential of generative AI ”, Jun 2024 
6 24 時間対応のチャットボット、社内情報検索の AI アシスト、ESG 情報のバーチャルアシスタント等。 
7 顧客のプロファイルや取引履歴に合わせたマーケティングツールやセールスコンテンツの作成等。 

・労働者が行っている多くの作業にAIが活用さ
れ、生産性が大幅に向上する。

・AIの企業への導入は限定的で、長期的な生産性
向上へのプラス効果が小さい。

・ ・技術やレギュレーションに関する課題が複雑化
し、テクノロジーの発展が妨げられる。

・各国の規制当局は様々な懸念から厳しい規制を
課し、AIの開発と普及のスピードが遅れる。

・AIは経験の浅い労働者や知識の乏しい労働者の
生産性を向上させることにより、所得分配はよ
り平等になる。

・AIが高賃金、適正な賃金の仕事を代替するた
め、多くの労働者が低賃金のサービス業等に追
いやられ賃金が下がる。

・労働者はより創造的で興味深い業務に従事する
ことで、満足度やアウトプットの質の向上につ
ながる可能性。

・労働市場が少数の高賃金層と、サービス労働者
等の低賃金層に二極化し、所得格差が拡大す
る。

・オープンソースのAIモデルが広く利用され、広
範で分散化されたイノベーションを促進する。

・

・一部の中小企業は大企業との技術格差を縮め、
市場シェアを獲得し、産業集中度が低くなる。

（生産性の高まり）

（所得格差の縮小） （所得格差の拡大）

（産業集中度の低下） （産業集中度の高まり）

生
産
性

所
得
格
差

労働者は非定型的で創造的かつ独創的な作業に
多くの時間を費やすことができるようになり、
知的労働者の割合が増え、研究者、科学者、イ
ノベーターが集まる社会となり、単に生産性が
向上するだけなく、永続的に高い成長率を維持
する経済が実現する。

産
業
集
中

AIモデルの開発、利用には巨額の費用を要する
ため、AIの活用が最大手企業に集中し、生産
性、収益性、規模の向上が最大手企業に収集す
る。

マイナスの影響プラスの影響

（生産性の低下）

https://www.imf.org/ja/Publications/fandd/issues/2023/12/Macroeconomics-of-artificial-intelligence-Brynjolfsson-Unger
https://www.mckinsey.com/capabilities/mckinsey-digital/our-insights/the-economic-potential-of-generative-ai-the-next-productivity-frontier
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りが生じるリスク、知的財産権やプライバシーの侵害に関するリスクのほか、LLM 学

習時の温室効果ガス排出量の増加による環境へのリスクも懸念されている。 

こうした AI が持つ特性を踏まえ、国際経済開発機構（OECD）は 2019 年、AI の開発

利用に関する最初の国際的なガイドラインである AI 原則（AI Principles）を制定し、加

盟国を中心に 478の国や地域がこの原則に賛同している。OECD の AI 原則を基に、G7

でも AI システムの倫理的な開発と利用を促進するための議論が行われ、2023 年 12 月

広島サミットにおいて「広島プロセス国際指針、行動規範」を発表した。2024 年 6 月に

開催されたプーリア（イタリア）サミットにおいても、広島プロセス国際指針や行動規

範の実践や、G7 以外の国・地域とも協力しながら、AI ガバナンスに関する取り組みを

進める重要性が共有された。 

国、地域別の取り組みとしては EU が先行している。EU では、2024 年 5 月、世界初

の包括的な AI 規制法となる「AI 法」が成立。リスクに応じて AI を 4 つのレベル（許

容できないリスク、ハイリスク、特定の透明性が必要なリスク、最小リスク）に分類す

るリスクベースアプローチを採用し、禁止事項、要求事項、罰則等を定めている。AI 法

は許容できないリスクのある AI から適用が開始され、24 か月後には全面的な適用に至

る予定。規定に違反した事業者への最も重い制裁金は 3,500万ユーロまたは売上高の 7%

とされる。また、EU は AI に対する規制を進めるだけではなく、信頼できる AI の開発

において新興企業や中小企業を支援しイノベーションを後押ししていくための一連の

施策である AI イノベーションパッケージの制定や、デジタルインフラストラクチャー

コンソーシアムの設立等の各種支援策も設けている9。 

米国、日本については EU のような法整備には至らないものの、「安全・安心・信頼で

きる AI 開発に関する大統領令」、「AI 事業者ガイドライン（経済産業省）」といったガ

イドラインを整備し、民間主導のイノベーションを重視。中国については、AI を包括的

に規制する法規制はないが、既存のサイバーセキュリティ関連法令に加え、アルゴリズ

ム規制、倫理規定等を組み合わせる、独自の AI 規制を行っている。 

2024 年 6 月より、IMF は AI 準備指数（AIPI）という独自の指標を公開している（次

項図表 2）10。デジタルインフラ、人的資本、イノベーション、法的枠組みの 4 つの決

定要因から集計され、AIPI が 1 に近いほど AI の準備態勢が整っていることを示してい

る（ランキングや AI の発明のリーダーシップを示すものではない）。これによれば日本

も準備態勢としては諸外国比遜色ないように見える。但し、LLM の開発において、既

に日本企業は米国ビックテックに先行を許しているという指摘もあり、産官学連携を通

じた日本語に強い LLM の開発、リテラシー向上に向けた取り組み、生成 AI 時代に求

められる人材育成等により、競争力維持・向上に繋げていけるかが大事であろう（情報

 
8 47 の内訳は、OECD 加盟 38 カ国、非加盟 8 カ国、EU。中国、ロシアは入っていない。 
9 European commission, https://ec.europa.eu/commission/presscorner/detail/en/ip_24_383, 24 Jan 

2024 
10 IMF, https://www.imf.org/en/Blogs/Articles/2024/06/25/mapping-the-worlds-readiness-for-artificial-intelligence-

shows-prospects-diverge, 25 Jun 2024 

 

https://ec.europa.eu/commission/presscorner/detail/en/ip_24_383
https://www.imf.org/en/Blogs/Articles/2024/06/25/mapping-the-worlds-readiness-for-artificial-intelligence-shows-prospects-diverge
https://www.imf.org/en/Blogs/Articles/2024/06/25/mapping-the-worlds-readiness-for-artificial-intelligence-shows-prospects-diverge
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通信白書）。 

図表 2  主要国の AI 準備指数（2023 年時点） 

 米国 中国 ドイツ 日本 英国 フランス 
先進国 

平均 

新興国 

平均 

AIPI (AI Preparedness Index) 0.77 0.64 0.75 0,73 0.73 0.70 0.69 0.46 

 Ⅰ.デジタルインフラ 0.19 0.19 0.19 0.18 0.18 0.18 0.18 0.11 

 Ⅱ.人的資本と労働市場政策 0.18 0.15 0.18 0.17 0.17 0.16 0.16 0.13 

 Ⅲ.イノベーションと経済統合 0.18 0.15 0.18 0.18 0.16 0.17 0.16 0.11 

 Ⅳ.規制と倫理 0.22 0.15 0.20 0.20 0.21 0.18 0.19 0.12 

（出所）IMF より国際通貨研究所作成 

現時点では AI が経済や社会に及ぼす影響を明確には予見しがたいが、今後、AI を活

用したイノベーションの効果を享受できるかどうかは、いかに民間組織や労働者がこの

テクノロジーに適応できるかに加え、テクノロジーの発展にあわせた法規制、ガイドラ

イン、支援策の制定、活用に伴い生じる経済的不平等への対策にかかっている。 

以上 
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